
 93 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 改定練馬区障害者計画・主要事業進捗状況   ・・・・・９４ 

２ 障害者の現況                ・・・・・９６ 

３ 第二期障害福祉計画の進捗状況        ・・・・・９８ 

４ 設置要綱等                 ・・・・１０５ 

５ 用語解説                  ・・・・１１１ 

６ 障害者基礎調査報告書（抜粋）        ・・・・１１５ 

 

 

 

 

 

巻 末 資 料 

 



 94 

１ 改定練馬区障害者計画・主要事業進捗状況 

事業名 １９年度実績 ２０年度実績 ２１年度実績 ２２年度実績

１　訪問によるサービスを充実させる

障害者給付審査会 身体　147件 身体　325件 身体　172件 身体　170件

知的　176件 知的　464件 知的　345件 知的　329件

精神　221件 精神　252件 精神　199件 精神　197件

8世帯 5世帯 2世帯 2世帯

延べ621時間 延べ794.5時間 延べ421時間 延61時間

日常生活用具　12件 日常生活用具　6件 日常生活用具　6件 日常生活用具　10件

重度脳性まひ者の介護 派遣　19,823回 派遣　19,050回 派遣　18,887回 派遣　18,278回

出張調髪 利用回数　371回 利用回数　391回 利用回数　407回 利用回数　422回

緊急一時保護 1か所 1か所 1か所 1か所

２　日中活動の場を再編・整備する

区立施設の事業移行 福祉作業所1か所
福祉工房１か所

福祉作業所1か所
福祉工房１か所

完了 完了

重症心身障害者通所事業 福祉園1か所 福祉園1か所 福祉園1か所
福祉園1か所
心障センター

法外作業所の事業移行

　　○民間心身福祉作業所等 2か所 ４か所 ６か所 ６か所

　　○精神共同作業所等 ７か所 ８か所 10か所 10か所

入所施設の地域利用 未実施 未実施 1か所 1か所

社会適応訓練協力事業所 11か所　13人 12か所　10人 12か所　10人 12か所　11人

３　入所（入院）者の地域移行を進める

入所施設からの地域移行 ３４人 ４３人 ４９人 ５６人

退院促進ネットワーク 実施 実施 実施 実施

４　居住の場を整備する

知的　83人 知的　122人 知的　122人 知的　142人

精神　46人 精神　63人 精神　67人 精神　75人

区立生活寮の改築 移転1寮　検討 移転１寮　実施設計

居住支援事業 　0件 　0件 　2件 2件

ペアリフォーム事業 施行　0戸 施行　1戸 施行　0戸 施行　0戸

住宅修築資金の融資 3件 5件 3件 ４件

５　地域生活と社会参加を支援する　その１

地域生活支援センター 2か所 2か所 ３か所 ４か所

総合福祉事務所　相談件数 身体　51,764件 身体　48,830件 身体　48,949件 身体　57,231件

　 知的　5,620件 知的　6,667件 知的　7,505件 知的　8,376件

保健相談所

　　○専門医精神保健相談 116回　　延べ271人 115回　延べ285人 112回　延べ308人 104回　延べ259人

　　○保健師精神保健相談 26,552件 12,018件 33,666件 35,729件

地域自立支援協議会 実施 実施 実施 実施

障害者パソコン教室 修了者　23人 修了者　23人 修了者　24人 修了者　22人

リフト付タクシー運行数 8,911回 9,095回 11,182回 13,535回

福祉ﾀｸｼｰ券受給者数 5,632人 　5,542人 5,460人 5,322人

５　地域生活と社会参加を支援する　その２　

心身障害者青年学級 43回 44回 44回 41回

人権学習推進事業 17回 15回 14回 13回

ﾌﾟｰﾙ障害者専用ｺｰｽ 5館 5館 6館 6館

図書館資料（点字等）の貸出 17,277点 14,407点 14,276点 13,812点

外出困難障害者資料郵送ｻｰﾋﾞｽ 登録者　38名 登録者　47名 登録者　49名 登録者　66名

福祉連携緑化事業 12か所 12か所 15か所 15か所

災害要援護者名簿の作成と活用 災害時要援護者支援
事業実施要綱制定

災害時要援護者名簿
提供説明会

災害時要援護者名簿
の優良活用事例の紹介

障害者の災害時のマ
ニュアル作り検討

防災訓練 聴覚障害者参加訓練実施 聴覚障害者参加訓練実施 視覚、聴覚障害者参加訓練

６　障害者就労を促進する

余暇支援事業 31回　延657人 32回　延791人 39回　延714人 42回　延972人

就労支援セミナー 5回 7回 5回 6回

職場定着支援員の派遣  933回　 1,102回　 1,142回 1,424回

就労を希望する障害者 就職者数　86人 就職者数　84人 就職者数66人 就職者数86人

�

難病者ホームヘルプサービス

グループホーム・ケアホームの整
備（入居定員）

（障害者自立支援法によるサービスについては障害福祉計画に記載）
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事業名 １９年度実績 ２０年度実績 ２１年度実績 ２２年度実績

７　障害者医療制度と地域医療制度を普及させる

更生医療 給付    360人 給付    395人 給付    415人 給付　　450人

育成医療 申請     73件 申請     47件 申請　69件 申請　51件

精神通院医療 交付  7,336件 交付　8,058件 交付　8,336件 交付　9,225件

心身障害者医療費助成 5,488人 5,487人 　5,459人 5,474人

小児慢性疾患の医療費助成 申請受理件数　536件 申請受理件数　479件 申請受理件数　466件 申請受理件数　460件

入院資金の貸付 151件 115件 155件 144件

難病医療費等助成 4,317件 4,607件 4,953件 4,969件

心身障害者（児)歯科診療事業

　　○歯科診療受診者 延　2,575人 延　3,021人 延　2,932人 延　3,045人

　　○摂食えん下受診者 延　193人  延　252人 延　250人 延　269人

在宅重症心身障害児(者）

　　　　訪問看護指導事業

８　福祉のまちづくりを進める

歩道や公園の整備 歩道改善　41か所 歩道改善　27か所 歩道改善　17か所 歩道改善　21か所

駅のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化と移動ｼｽﾃﾑ 新桜台駅工事着手 新桜台駅整備完了 江古田駅整備完了

江古田駅調査設計 江古田駅工事着手

情報のバリアフリー 検証、改善作業実施 検証、改善作業実施
区ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ全面ﾘﾆｭｰ
ｱﾙ

メールによる情報配信
サービス開始

福祉のまちづくり200人ﾓﾆﾀｰ 登録者119名 登録者115名 登録者115名 登録者104名

区民との協働 延25団体助成 延40団体助成 延58団体助成 延77団体助成

９　障害のある子どもを支援する

4ヶ月児健診 5,881件 5,903件 6,006件 5,714件

1歳6ヶ月児健診 5,235件 5,402件 5,663件 ５,４１４件

3歳児健診 5,263件 5,186件 5,231件 5,2７７件

心理経過観察　 1歳6か月児 延2,425人 延2,237人 延1,479件 延1,122件

　　　　　　　　　　　3歳児 延1,659人 延1,742人 延1,551件 心理発達相談　延1,643件

こども発達支援センター 検討 検討 検討 整備基本計画

障害児保育

　　○区立保育園 59園　171人 58園　144人 58園　175人 60園　178人

　　○私立保育園 12園　40人 13園　38人 14園　52人 17園　55人

　　○区立幼稚園 3園 5園 5園 5園

　　○私立幼稚園 12園 14園 15園 18園

　　○学童クラブ 82ｸﾗﾌﾞ　149人 86ｸﾗﾌﾞ　149人 85ｸﾗﾌﾞ　153人 82ｸﾗﾌﾞ　150人

特別支援学級

  　○小学校 1校増 1校増 3校増

　　○中学校 2校増 1校増

特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成
研修

6回 　6回 6回 4回

特別支援教育理解のための研修 4回 4回 4回 4回

１０　施策を推進するために

ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟｶﾚｯｼﾞ事業 開設 1期生卒業（21人） 2期生卒業（30人）

地域福祉入門セミナー 2回 2回 2回 1回

障害福祉ｻｰﾋﾞｽ従業者の研修 1回　12人 1回　61人 1回　70人 1回　57人

苦情調整委員制度の利用 苦情　146件 苦情　116件 苦情　123件 苦情　122件

申立　32件 申立　 6件 申立　 9件 申立　 11件

相談　81件 相談　90件 相談　72件 相談　66件

地域精神保健福祉連絡協議会 2回 1回 再編 1回

地域精神保健福祉関係者連絡会 4地区　19回 4地区　21回 4地区　19回 4地区　13回

障害者福祉連絡懇談会 1回 1回 1回 1回�

延　37人延　21人延　14人 延　65人
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２ 障害者の現況    

(1) 手帳所持者数等 

  ①身体障害者（身体障害者福祉手帳所持者） 

 視覚障害 聴覚平衡 

機能障害 

音声言語 

機能障害 

肢 体 

不自由 

内部障害 計 

平成 18年度 1,350 人 1,514 人 219 人 9,231 人 5,065 人 17,379 人 

平成 19年度 1,382 人 1,553 人 236 人 9,380 人 5,223 人 17,784 人 

平成 20年度 1,410 人 1,561 人 238 人 9,407 人 5,449 人 18,065 人 

平成 21年度 1,434 人 1,636 人 240 人 9,652 人 5,710 人 18,672 人 

平成 22年度 1,415 人 1,649 人 236 人 9,686 人 5,871 人 18,857 人 

 

  ②知的障害者（愛の手帳所持者） 

 最重度 重度 中度 軽度 計 

平成 18 年度 126 人 942 人 977 人 1,281 人 3,326 人 

平成 19 年度 126 人 970 人 979 人 1,374 人 3,449 人 

平成 20 年度 129 人 999 人 997 人 1,448 人 3,573 人 

平成 21 年度 136 人 1,021 人 986 人 1,512 人 3,655 人 

平成 22 年度 141 人 1,053 人 990 人 1,613 人 3,797 人 

 

  ③精神障害者（精神障害者保健福祉手帳所持者） 

 

１級 ２級 ３級 総数 

自立支援医療費 

(精神通院)の 

利用者 

平成 18年度 164 人 663 人 357 人 1,184 人 8,346 人 

平成 19年度 210 人 898 人 448 人 1,556 人 7,434 人 

平成 20年度 392 人 1,894 人 967 人 3,253 人 8,066 人 

平成 21年度 425 人 2,163 人 1,151 人 3,739 人 8,604 人 

平成 22年度 365 人 2,209 人 1,240 人 3,814 人 8,933 人 

※平成 18年度および平成 19 年度は、申請件数を記載しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 97 

(2) 障害程度区分認定数（障害が重複する場合は、主な障害について記載しました。） 

 【平成 18 年度】 

    非該当 区分 1 区分 2 区分 3 区分 4 区分 5 区分 6 合計 

身体障害者 0 39 89 66 35 48 126 403 

知的障害者 0 9 53 60 67 38 71 298 

精神障害者 0 15 91 69 10 2 0 187 

合   計 0 63 233 195 112 88 197 888 

 

 【平成 19 年度】 

    非該当 区分 1 区分 2 区分 3 区分 4 区分 5 区分 6 合計 

身体障害者 0 14 40 32 16 14 26 142 

知的障害者 0 9 29 42 51 28 22 181 

精神障害者 0 19 110 82 9 1 0 221 

合   計 0 42 179 156 76 43 48 544 

 

【平成 20 年度】 

    非該当 区分 1 区分 2 区分 3 区分 4 区分 5 区分 6 合計 

身体障害者 0 43 78 43 27 35 99 325 

知的障害者 0 11 42 104 98 88 121 464 

精神障害者 0 31 137 82 2 0 0 252 

合   計 0 85 257 229 127 123 220 
1,04

1 

 

【平成 21 年度】 

    非該当 区分 1 区分 2 区分 3 区分 4 区分 5 区分 6 合計 

身体障害者 0 24 45 29 16 20 38 172 

知的障害者 0 7 66 46 93 77 56 345 

精神障害者 0 44 108 47 0 0 0 199 

合   計 0 75 219 122 109 97 94 716 

 

【平成 22 年度】 

    非該当 区分 1 区分 2 区分 3 区分 4 区分 5 区分 6 合計 

身体障害者 0 15 37 33 22 23 40 170 

知的障害者 0 8 39 53 65 89 75 329 

精神障害者 0 62 105 23 6 0 1 197 

合   計 0 85 181 109 93 112 116 696 
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３ 第二期障害福祉計画の進捗状況 

(1) 障害福祉サービスの利用状況 

   各年度の実績については、平成２１年度は平成２２年３月分、平成２２年度は平

成２３年３月分、平成２３年度は平成２３年１０月分の数値を計上しています。 

（上段は計画目標値：下段は実績値） 

サービス名 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

訪

問

系 居宅介護 

人/月 
620 660 720 

667 713 730 

時間/月 
14,260 15,180 16,560 

14,490 15,792 14,637 

重度訪問介護 

人/月 
103 105 107 

91 99 99 

時間/月 
35,020 35,700 36,380 

32,037 35,816 35,574 

行動援護 

人/月 
2 2 4 

0 1 2 

時間/月 
60 60 120 

0 26 47 

重度障害者等包括支援 

人/月 
2 2 2 

0 0 0 

時間/月 
868 868 868 

0 0 0 

居

住

系 

施設入所支援 人/月 
120 200 430 

125 239 379 

共同生活介護 人/月 
100 115 125 

106 124 159 

共同生活援助 人/月 
125 140 160 

120 144 142 

日

中

活

動

系 

生活介護 人/月 
400 450 751 

447 647 797 

自立訓練（機能訓練） 人/月 
4 4 14 

2 4 6 

自立訓練（生活訓練） 人/月 
18 24 30 

18 24 26 
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サービス名 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

日

中

活

動

系 

就労移行支援 人/月 
80 115 156 

101 124 159 

就労継続支援Ａ型 人/月 
28 30 30 

38 52 60 

就労継続支援Ｂ型 人/月 
600 640 750 

684 710 833 

療養介護 人/月 
7 7 8 

4 4 4 

短期入所 

人/月 
103 114 125 

121 116 139 

日/月 
845 935 1,025 

1,092 1,029 1,301 

児童デイサービス 

人/月 
110 120 120 

210 482 613 

日/月 
660 720 720 

1,364 2,678 3,581 

相談支援 

（サービス利用計画） 
人/月 

2 6 20 

0 0 0 
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(2) 障害福祉サービスの障害程度区分別利用状況 

 

【平成 21年度】              

（上段は実利用者数：下段は支給決定数） 

 児童 訓練等

給付 

区分 1 区分 2 区分 3 区分 4 区分 5 区分 6 合計 

居宅介護 74  98 223 115 46 37 74 667 

104 114 271 135 46 43 81 794 

重度訪問

介護 

    0 5 15 71 91 

0 5 15 69 89 

行動援護     0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 
重 度 障 害

者 等 包 括

支援 

       0 0 

0 0 

施設入所

支援 

 6 0 2 7 29 43 38 125 

7 0 2 7 29 43 40 128 

共同生活

介護 

0   49 24 22 9 2 106 

0 48 26 23 9 2 108 

共同生活

援助 

0 116 1 1 2 0 0 0 120 

0 118 1 3 2 0 0 0 124 

生活介護  0 0 4 53 110 126 154 447 

0 0 4 54 111 127 164 460 

自立訓練 
/機能訓練 

 0 0 1 1 0 0 0 2 

0 0 1 1 0 0 0 2 

自立訓練 
/生活訓練 

 8 0 1 4 2 3 0 18 

9 0 1 5 2 2 0 19 

就労移行

支援 

 85 0 12 2 2 0 0 101 

101 0 16 2 2 0 0 121 

就労継続

支援 A型 

 36 0 0 2 0 0 0 38 

39 0 0 2 0 0 0 41 

就労継続

支援 B型 

 520 17 56 64 26 1 0 684 

539 19 63 57 24 3 0 705 

療養介護 

 

 0 0 0 0 0 1 3 4 

0 0 0 0 0 1 3 4 

短期入所 

 

24  4 10 13 26 17 27 121 

101 22 68 101 91 77 123 583 

児童デイ

サービス 

210        210 

240 240 

相談支援 

 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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【平成 22年度】                        

      （上段は実利用者数：下段は支給決定数） 

 児童 訓練等

給付 

区分 1 区分 2 区分 3 区分 4 区分 5 区分 6 合計 

居宅介護 

 

63  120 235 122 49 37 87 713 

108 142 277 142 66 47 95 877 

重度訪問

介護 

    0 5 18 76 99 

0 5 16 73 94 

行動援護     0 1 0 0 1 

0 1 0 1 2 
重 度 障 害

者 等 包 括

支援 

       0 0 

0 0 

施設入所

支援 

 1 0 4 17 52 87 78 239 

3 0 6 17 54 87 88 255 

共同生活

介護 

0   58 28 27 9 2 124 

0 61 31 28 9 2 131 

共同生活

援助 

0 126 5 9 3 1 0 0 144 

0 130 5 10 3 1 0 0 149 

生活介護  0 0 4 76 159 189 219 647 

0 0 5 69 150 176 220 620 

自立訓練 

/機能訓練 

 1 0 1 1 0 0 1 4 

3 0 1 1 1 0 1 7 

自立訓練 

/生活訓練 

 19 0 0 1 3 1 0 24 

13 0 0 1 4 2 0 20 

就労移行

支援 

 110 1 10 2 1 0 0 124 

132 1 14 3 1 0 0 151 

就労継続

支援 A型 

 50 0 0 2 0 0 0 52 

50 0 1 2 0 0 0 53 

就労継続

支援 B型 

 520 21 69 61 33 6 0 710 

568 22 71 67 34 7 0 769 

療養介護  0 0 0 0 0 1 3 4 

0 0 0 0 0 1 2 3 

短期入所 20  1 7 13 25 22 28 116 

117 25 73 100 107 91 140 653 

児童デイ

サービス 

482        482 

535 535 

相談支援 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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【平成 23年度】 

 （上段は実利用者数：下段は支給決定数） 

 児童 訓練等

給付 

区分 1 区分 2 区分 3 区分 4 区分 5 区分 6 合計 

居宅介護 

 

77  129 230 116 55 40 83 730 

109 150 276 132 66 46 100 879 

重度訪問

介護 

    0 5 18 76 99 

0 5 17 73 95 

行動援護     

 

0 0 2 0 2 

0 0 2 2 4 
重 度 障 害

者 等 包 括

支援 

       0 0 

0 0 

施設入所

支援 

 0 0 4 17 77 141 140 379 

1 0 6 18 74 139 142 380 

共同生活

介護 

0   71 33 32 18 5 159 

0 67 32 30 16 4 149 

共同生活

援助 

0 127 5 6 3 1 0 0 142 

0 134 5 7 3 1 0 0 150 

生活介護  0 0 4 85 188 249 271 797 

0 0 5 85 185 246 278 799 

自立訓練 

/機能訓練 

 2 0 1 1 1 0 1 6 

2 0 1 1 1 0 1 6 

自立訓練 

/生活訓練 

 18 0 0 3 3 2 0 26 

21 0 1 3 3 3 0 31 

就労移行

支援 

 139 1 12 4 3 0 0 159 

160 1 12 6 2 0 0 181 

就労継続

支援 A型 

 57 0 1 2 0 0 0 60 

58 0 2 2 0 0 0 62 

就労継続

支援 B型 

 597 24 91 73 34 14 0 833 

652 32 98 75 37 14 0 908 

療養介護  0 0 0 0 0 2 2 4 

0 0 0 0 0 2 2 4 

短期入所 24  1 8 17 29 22 38 139 

135 26 81 114 107 89 138 690 

児童デイ

サービス 

613        613 

649 649 

相談支援 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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(3) 地域生活支援事業の利用状況 

   各年度の実績については、平成２１年度および平成２２年度は、各年度毎の総計

値を記載し、平成２３年度は見込み値を記載しました。 

 

                サービスの支給量（上段は計画目標値：下段は実績値） 

サービス名 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

⑴相談支援事業 

 ①相談支援事業 

 ア障害者相談支援事業 設置数 

 

3 4 4 

3 4 4 

イ地域自立支援協議会 設置数 

 

1 1 1 

1 1 1 

②市町村相談支援機能強化事業 ― 

 

実施 実施 実施 

実施 実施 実施 

③住宅入居等支援事業 ― 

 

実施 実施 実施 

― ― ― 

④成年後見制度利用支援事業 ― 

 

実施 実施 実施 

実施 実施 実施 

⑵コミュニケーション支援事業 

 ①手話通訳者派遣事業 件数/年 

 

2,700 2,800 2,800 

2,436 2,407 2,640 

②要約筆記者派遣事業 件数/年 

 

130 130 130 

274 325 245 

⑶日常生活用具等給付事業 

 ①介護・訓練支援用具 件数/年 

 

64 64 65 

43 57 76 

②自立生活支援用具 件数/年 

 

155 155 159 

159 150 136 

③在宅療養等支援用具 件数/年 

 

79 84 89 

86 70 98 

④情報・意思疎通支援用具 件数/年 

 

215 215 221 

177 161 140 

⑤排泄管理支援用具 件数/年 

 

4,200 4,200 4,400 

9,536 10,588 10,484 

⑥居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

件数/年 

 

50 50 50 

53 48 56 

⑦緊急通報システム  件数/年 

 

30 30 30 

19 25 22 

⑧火災安全システム  件数/年 

 

2  2  2 

1 1 1 
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サービス名 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

⑷移動支援事業 

人/月 

 

600 610 620 

699 785 860 

時間/月 

 

13,200 13,420 13,640 

15,157 16,931 17,497 

⑸地域活動支援センター機能強化事業 

 
①地域活動支援センターⅠ型 

設置数 

 

3 4 4 

3 4 4 

②地域活動支援センターⅡ型 

設置数 

 

1 1 1 

1 1 1 

人/月 

 

32 32 32 

28 28 30 

③地域活動支援センターⅢ型 

設置数 

 

0 0 5 

0 0 0 

人/月 0 0 60 

0 0 0 

⑹その他の事業 

 
①訪問入浴サービス 

件数/年 

 

2,942 2,980 3,017 

2,856 2,638 2,530 

②知的障害者職親委託制度 
人/月 

 

1 1 1 

1 1 1 

③更生訓練費給付事業 
件数/年 

 

250 260 270 

434 388 498 

④施設入所者就職支度金給付事業 
件数/年 

 

18 18 20 

13 13 36 

⑤日中一時支援事業 

人/月 

 

30 34 38 

71 96 112 

日数/月 

 

120 136 152 

252 410 344 

⑥生活サポート事業 

 

人/月 

 

2 2 4 

0 0 0 

時間/月 

 

20 20 40 

0 0 0 

⑦手話講習会事業  
人/年 

 

240 240 250 

186 174 193 

⑧自動車運転免許取得助成事業 
件数/年 

 

7 7 7 

9 4 6 

⑨自動車改修費助成事業 
件数/年 

 

12 13 13 

11 8 8 
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４ 設置要綱等 

(1) 練馬区障害者計画懇談会設置要綱 

 

練馬区障害者計画懇談会設置要綱 

 

17 練保障第 724 号 

平成 18 年 2 月 3 日 

（設置）  

第１条 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第 9 条第３項の規定に基づく練馬区

障害者計画および障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第８８条に基づく

障害福祉計画に区民および識者の意見等を反映させるため、練馬区障害者計画懇談会

（以下「懇談会」という。）を設置する。 

（所掌事項）  

第 2 条 懇談会は、次の事項について検討し、その結果を区長に報告する。 

（１） 練馬区障害者計画改定の内容に関する事項 

（２） 障害者自立支援法に定める障害福祉計画策定の内容に関する事項 

（３） その他座長が必要と認める事項 

（構成）  

第 3 条 懇談会は、つぎに掲げる者で区長が委嘱する委員をもって構成する。 

（１）  公募区民             ９名以内 

（２） 障害者福祉関係者  １８名以内 

（３） 医療関係者      １名以内 

（４） 学識経験者       ２名以内 

２ 懇談会に座長を置き、委員の互選により選出する。 

３ 座長は、懇談会を主宰し、懇談会を代表する。 

４ 懇談会に副座長を置き、副座長は、座長が指名する者とする。 

５ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（運営）  

第４条 懇談会は、座長が招集する。 

２ 座長は、必要があると認めたときは、委員以外の者に会議への出席を求め、意見を

聞くことができる。 

（任期）  

第５条 委員の任期は、委嘱の日から区長に報告する日までとする。 

（庶務）  

第６条 懇談会の庶務は、福祉部障害者施策推進課が行う。 

（公開）  

第７条 懇談会の会議は、公開で行うものとする。ただし、附属機関等の会議の公開お

よび区民公募に関する指針（平成１３年２月２７日練企企発第２４５号）の定めると
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ころにより非公開とすることができる。 

（その他）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は座長が定める。 

付 則  

 この要綱は、平成１８年２月３日から施行する。 

付 則  

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 
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(2) 練馬区障害者計画懇談会委員名簿 

 

 委 員 所  属  等 

１ 公募区民 ９名  馬場 伸一 練馬地域 

坂元 信幸 練馬地域 

 志澤 小夜子 光が丘地域 

安部井聖子 石神井地域 

鈴木 英典 石神井地域 

 保坂 勝子 石神井地域 

 長澤 泉 大泉地域 

 野澤 国幸  大泉地域 

 前田 典子 大泉地域 

２ 障害者福祉関係者

１７名 

⑴ 障害者福祉団体 

        ９名 

齋藤 洋 練馬手をつなぐ親の会 副会長 

森下 叔彦 練馬区身体障害者福祉協会 副会長 

河辺 豊子 練馬区視覚障害者福祉協会 会長 

田中 康子 練馬区肢体不自由児者父母の会 副会長 

秋本 浩一 練馬区難聴児者を持つ親の会 会長 

市川 明臣 練馬区聴覚障害者協会 会長 

河合 幼 練馬障害児（者）を持つ親の会 事務局長 

工藤 忠夫 練馬家族会 理事長 

米村 和恵 ちゅうりっぷの会 会長 

⑵ 障害者を対象と

した事業を実施し

ている法人・団体 

４名 

森口 敏之 はつらつ（児童デイ）代表 

伊東 和子 ケアサービス伊東（居宅）代表 

矢吹 一夫 かすたねっと（居宅・居住・通所）代表 

渡辺 智生 やまびこ三原荘（居住）世話人 

⑶ 学校関係者１名 千田 惠司 石神井特別支援学校長 

  ⑷ 障害者就労支援 

関係者   ２名 

八戸 和子 池袋公共職業安定所 統括職業指導官 

吉田 由紀子 あかねの会就労支援室 施設長 

⑸ 相談支援 １名 石野 哲朗 光が丘障害者地域生活支援センター所長 

３ 医療関係者 １名  今田 寛睦 医療法人社団一陽会 陽和病院院長 

４ 学識経験者 ２名 （座長） 

朝日 雅也 
埼玉県立大学保健医療福祉学部 教授 

（副座長） 

河村 ちひろ 
埼玉県立大学保健医療福祉学部 准教授 

  【計２９名・敬称略・所属等欄は委員委嘱時のもの】 
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(3) 練馬区障害者計画懇談会開催経過 

 

回 数 日 時 検 討 項 目 

平成 22 年度 

第 1 回 
平成 22 年 4 月 28 日 

・次期障害者計画の策定について 

・今後の進め方 

   第 2 回 平成 22 年 6 月 14 日 
・改定障害者計画の進捗状況 

・次期障害者計画の計画期間 

   第 3 回 平成 22 年 9 月 14 日 

・障害者計画基礎調査結果の概要 

・高次脳機能障害者の状況（報告） 

・改定障害者計画の進捗状況と課題（居宅系サ

ービス、居住系サービス） 

   第 4 回 平成 22 年 11 月 9 日 

・発達障害者の状況（報告） 

・改定障害者計画の進捗状況と課題（日中活動

系サービス、入所・入院者の地域移行） 

   第 5 回 平成 23 年 1 月 25 日 

・障害者基礎調査報告書 

・改定障害者計画の進捗状況と課題（就労支援、

障害児支援） 

   第 6 回 
平成 23 年 3 月 23 日 

（資料配布のみ） 

・改定障害者計画の進捗状況と課題（障害者医

療、福祉のまちづくり） 

平成 23 年度 

   第 1 回 
平成 23 年 5 月 23 日 

・難病者の状況（報告） 

・計画の構成 

・計画の基本理念 

   第 2 回 平成 23 年 6 月 27 日 

・計画の基本理念 

・各論の検討（相談支援、居宅系サービス、日

中活動系サービス、居住系サービス） 

   第 3 回 平成 23 年 8 月 1 日 
・各論の検討（サービスの質の向上、障害者就

労、福祉のまちづくり、社会生活支援） 

   第 4 回 平成 23 年 9 月 5 日 
・各論の検討（障害児支援、防災、障害者医療） 

・第三期障害福祉計画の考え方 

   第 5 回 平成 23年 10月 25日 
・懇談会意見書（案） 

・障害者計画・障害福祉計画（たたき台） 

   第 6 回 平成 23年 11月 29日 
・懇談会意見書（案） 

・障害者計画・障害福祉計画（素案） 
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 (4) 練馬区障害者計画検討委員会設置要綱 

 

   練馬区障害者計画検討委員会設置要綱 

平成 18 年 4 月 17 日 

１８練福障第７６号 

 

（設置） 

第１条 練馬区障害者計画および練馬区障害福祉計画を策定するため、練馬区 

障害者計画検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（構成） 

第２条 委員会は、委員長、副委員長および委員をもって構成する。 

２ 委員長は、健康福祉事業本部長とする。 

３ 副委員長は、福祉部長および健康部長とする。 

４ 委員は、別表第１に掲げる職にある者をもって充てる。 

（所掌事項） 

第３条 委員会は、つぎの事項について検討し、その結果を区長に報告する。 

 (1) 練馬区障害者計画および練馬区障害福祉計画の策定の方針に関する事項 

 (2) 練馬区障害者計画および練馬区障害福祉計画の内容に関する事項 

 (3) その他、委員長が必要と認める事項 

（運営） 

第４条 委員会は、委員長が招集し、主宰する。 

２ 委員長は、必要があると認めたときは、委員以外の者に委員会への出席を求め、 

その意見を聞き、また説明を求めることができる。 

３ 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代理する。 

（分科会の設置および構成等） 

第５条 委員会の所掌事項に関する調査および検討を行うため、分科会を置くことが 

できる。 

２ 分科会の構成および運営等に関する事項は、委員長が別に定める。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、福祉部障害者施策推進課が処理する。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が 

別に定める。 

   付  則 

 この要綱は、平成１８年４月１７日から施行する。 

   付  則 

 この要綱は、平成２０年４月１０日から施行する。 
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   付  則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

別表第１(第２条関係) 

 

 

企画部企画課長 

危機管理室防災課長 

産業地域振興部商工観光課長 

福祉部経営課長 障害者施策推進課長 障害者サービス調整担当課長  

総合福祉事務所長（１名）  

健康部健康推進課長 保健予防課長 保健相談所長（１名） 

児童青少年部子育て支援課長 保育課長  

都市整備部住宅課長 

学校教育部学務課長 教育指導課長 

生涯学習部生涯学習課長 光が丘図書館長
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５ 用語解説 

 

愛の手帳 知的障害者（児）が、各種の支援を受けるために必要な手帳と

して東京都が独自に設けているもの。療育手帳（国の制度）も

兼ねている。 

 

医療的ケア 痰の吸引、経管栄養、導尿などを中心とした医療的な行為。 

 

インターンシップ制 

 

 

学生が一定期間企業などの中で研修生として働き、自分の

将来に関連のある就業体験を行える制度。 

 

官公需 

 

 

国、公庫、公団及び地方公共団体などが、物品を買い入れたり、

工事を発注したりすること。 

 

気づき 障害者、高齢者等と一緒に活動することや障害疑似体験等を通

じ、多様な人がともに生活していることに対して理解を深め、

社会の中のバリアを自分の問題として考え、行動するという、

一連の共感・理解のこと。 

 

協働 住民と行政の共通の領域において、共通の目的を達成するた

め、課題解決に向けて主体性を持って自発的に、かつ、互いに

対等なものとして尊重し合いながら協力し合う状態のこと。 

 

区民防災組織 

 

防災会、市民消火隊、避難拠点運営連絡会等、初期消火活動や

救助活動、避難拠点への誘導等、地域の防災活動を担う組織。

広義では、自主防災組織ともいう。 

 

権利擁護 自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な障害者等

に代わって、援助者が代理としてその権利やニーズ獲得を行う

こと。 

 

公共職業安定所 

（ハローワーク） 

職業紹介・職業指導、雇用保険の事務処理など、職業安定

法の目的を達成するための業務を無料で行う機関。 
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高次脳機能障害 脳卒中（くも膜下出血・脳内出血等）・感染症などの病気や交

通事故・転落等で脳の細胞が損傷されたために言語・思考・記

憶・学習等の面で起こる障害のこと。脳の中の障害のため、外

見から障害を見極めるのが難しく、周囲の理解が得られにくい

といわれている。 

 

工賃 作業所（就労継続支援 B型事業所など）で働く施設利用者に、

作業所の収益（製品販売等の売上）から支払われる金銭のこと。 

 

重症心身障害者 重度の知的障害と、重度の肢体不自由が重複している障害者の

こと。  

 

障害程度区分 障害のある方の心身の状態を総合的に表す指標で、障害福祉サ

ービスの必要度を判定する上で目安となるもの。区分１から区

分６の、６段階に分かれている。 

 

自主生産品 作業所等において開発・生産した商品。売上は工賃として施設

利用者に支払う。 

 

児童デイサービス 障害者自立支援法に規定する、障害児に日常生活における基本

的な動作の指導、集団生活への適応訓練等を行う事業。 

同事業は、平成 22 年 12 月の法改正により、平成 24 年 4 月か

ら児童福祉法に規定する児童発達支援（通所による療育を行

う）と、放課後等デイサービス（学齢児を対象とし放課後や夏

休み等において生活能力向上のための訓練等を行う）の事業に

移行する。 

 

身体障害者手帳 身体障害者（児）が各種の支援を受けるために必要な手帳とし

て、つぎの種類の障害のある方に交付される。 

①視覚障害、②聴覚・平衡機能障害、③音声・言語・そしゃく

機能の障害、④肢体不自由、⑤内部障害 

 

精神障害者保健福祉手帳 精神障害のため長期にわたり日常生活、または、社会生活への

制約がある方に交付される。有効期限は 2年間のため、2年ご

とに再申請、再認定の必要がある。 

 

摂食・えん下 食物を口腔内に取り込み、飲み込める状態に処理し、食道

下に送り込む一連の運動のこと。 
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障害者地域生活支援セン

ター 

自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、相

談支援や社会生活に必要な講座、地域交流を通じた障害理解の

促進等を行う施設。 

  

第三者評価 利用者がサービスを選択する際に情報を得たり、サービスの質

の向上を図るために、公正・中立な第三者機関がサービス内容

を評価する制度。 

 

デイジー Digital  Accessible  Information  System の略（DAISY デ

イジー）。視覚障害者向けに音声情報を収録したデジタル録音

図書などに活用する技術のこと。 

 

難病 

 

 

 

 

 

国の難病対策要綱では、①原因不明、治療方法未確立であり、

かつ、後遺症を残すおそれが少なくない疾病、② 経過が慢性

にわたり、単に経済的な問題のみならず介護等に著しく人手を

要するために家族の負担が重く、また精神的にも負担の大きい

疾病、と規定している。 

 

発達障害 

 

 

 

 

「自閉症」「アスペルガー症候群」「学習障害」「注意欠陥多動

性障害」等の障害の総称。 

コミュニケーションがとりにくいことや、強いこだわり、落ち

着きのなさなどの特徴がある。 

 

バリアフリー 障害者、高齢者等が社会生活をしていくうえで障壁（バリア）

となるものを除去（フリー）すること。物理的、社会的、制度

的、心理的な障壁、情報面での障壁など全ての障壁を除去する

という考え方。  

 

防災マップ 自分のまちを実際に歩きながら、地域資源や危険箇所の把握を

し、その情報・内容を地図に示したもの。 

 

防災みまもりカード 災害時要援護者名簿をもとに地域の民生・児童委員と区民防災

組織が災害時要援護者名簿に記載された人を訪問し、安否確認

や救助方法など災害時の対応などについて本人や家族を交え

て検討し、作成するもの。 
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モニタリング あらかじめ設定しておいた計画や目標などについて、その進捗

状況を随時点検すること 

 

ライフステージ 人の一生において節目となる出来事(出生、入学、卒業、就職、

退職等)によって区分される生活環境の段階のことをいう。 

 

療育 障害のある子どもが社会的に自立することを目的として行わ

れる医療と保育のこと。 

 

ユニバーサルデザイン あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多

様な人びとが利用しやすいように、都市や生活環境をデザイン

する考え方。その対象は、都市施設や製品にとどまらず、教育

や文化、情報提供等に至るまで多岐にわたる。 

 

ＮＰＯ Non-profit Organization の略で、広義には営利を目的としな

い民間組織のこと。一般的には特定非営利活動促進法に基づい

て認証された NPO 法人と、法人格を取得していない市民活動団

体やボランティア団体を指す。 
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６ 障害者基礎調査報告書（抜粋） 

 
○ 調査対象者 

 

身体障害者手帳所持者、愛の手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者から、合

計 5,000 名を無作為抽出した。抽出率は、各手帳所持者の概ね 20％程度を目安とし

た。また、施設入所者の意向についても把握するため、入所者のうち、知的障害者

80 名、身体障害者 20名の合計 100 名を無作為抽出した。 
※平成 22 年 3 月 31 日現在 

 
身体障害者手帳 愛の手帳 

精神障害者 

保健福祉手帳 
施設入所者 

手帳所持者数 18,672 3,655 3,739 412 

対 象 者 数 3,600 650 650 100 

 

【身体障害者数内訳】  

 障害者 対象者数 

視覚障害 1,434 人 290 人 

聴覚平衡機能障害 1,636 人 320 人 

音声言語機能障害 240 人 50 人 

肢体不自由 9,652 人 1880 人 

内部障害 5,710 人 1060 人 

 

○ 回収状況 

 

 対象者数 回収数 有効回収数 有効回収率 

身 体 障 害 者 3,600 2,074 2,064 57.3％ 

知 的 障 害 者 650 353 350 53.8％ 

精 神 障 害 者 650 314 311 47.8％ 

施 設 入 所 者 100 95 94 94.0％ 

合  計 5,000 2,836 2,819 56.4％ 

 

○ 調査結果の概要  

 

＊ 基本属性 

身体では 60 歳以上が 72.4％を占め、知的では 30 代までで 68.6％、精神、施設は

40～50 代で半数(50.2％、53.2％)を占めている。 

障害程度内訳は、身体では、重度（１・２級）52.0％、中度（３・４級）35.8％、

軽度（５・６級）9.2％となっている。知的では、最重度・重度（１・２度）36.9％、

中度 22.0％、軽度 38.9％となっている。精神では、１級 12.2％、２級 52.1％、３級

32.5％となっている。 

身体障害者手帳に１番目に記載された障害種類の内訳（施設を除く）は、「肢体不

自由（上肢、下肢等）」が 35.0％と最も多く、次いで「内部障害」29.1％、「肢体不

自由（体幹）」10.4％、「聴覚障害」7.7％、「視覚障害」6.4％と続いている。 
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＊ 介助・援助の状況について 

  身体の 60.2％、知的の 86.6％、精神の 69.5％は、ふだん何らかの介助・援助を受

けている。最も長く介助・援助している人としては、身体では「配偶者」48.7％、知

的では「父、母」82.2％、精神では「父・母」40.7％が最も多くなっている。 

ふだんの生活の中で、「必要だが、受けられていない介助・援助がある」と回答し

た人は、身体では 8.4％、知的では 12.9％、精神では 18.0％となっている。 

 

＊ 日中の過ごし方について 

日中の主な過ごし方について、身体では「自宅にいることが多い」60.4％、知的で

は「働いている」36.3％、精神では「自宅で静養中である」49.2％がそれぞれ最も多

くなっている。 

現在働いている人の割合をみると、身体では 14.6％、知的では 36.3％、精神では

17.7％となっている。 

 

＊ 教育について  

現在の通園・通学先では、「特別支援学校」が身体 43.4％、知的 59.8％と最も多い。

次いで、身体では「通常の学級」28.3％、知的では「特別支援学級」25.8％となって

いる。 

通園・通学に際し充実してほしいこととしては、身体では「施設・設備などを充実

させてほしい」が 45.3％、知的では「夏休みなど長期休みの際の取組みを充実させ

てほしい」が 63.9％と、最も多くあげられている。 

 

＊ 雇用・就労について 

現在、働いている人の就労形態は、身体では「会社・団体等の正規の職員、役員」

46.0％が最も多く、知的と精神では「福祉作業所、授産施設等」が、知的 49.6％、

精神 52.7％と、最も多くあげられている。 

１年間の就労収入は、身体では「100 万円～400 万円未満」が 39.7％、知的と精神

では 20 万円未満は約５割となっている。 

働くために大切な環境としては、身体と精神では「健康状態にあわせた働き方がで

きること」が最も多くあげられ、知的では「事業主や職場の人たちが障害者雇用を理

解していること」、施設では「障害のある人に適した仕事があること」が最も多くあ

げられている。   

 

＊ 外出や社会参加の状況  

「月に 2～3日」あるいは「ほとんど外出しない」人が身体では 14.9％、知的では

6.9％、精神では 11.0％みられる。 

外出の際に困っていることとしては、身体では「歩道が狭く、道路に段差が多い」、

知的では「まわりの人と話すのがむずかしい」、精神では「他人の視線が気になる」
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をあげる人がそれぞれ最も多い。 

希望する活動に参加するために必要な支援として最も多くあげられているのは、身

体では「障害のある人に配慮した施設や設備があること」、知的では「介助者・援助

者がいること」、精神では「活動する場所が近くにあること」である。 

 

＊ 健康状態や医療について 

過去１年間に健康診断（健康診査）を受けていない人は、身体では 24.0％、知的

では 15.1％、精神では 38.3％である。健康管理や医療について、困ったことや不便

なこととしては、身体と精神では「医療費の負担が大きい」をあげる人が最も多いが、

知的では「障害のために症状が正確に伝わらず、必要な治療が受けられない」が最も

多くなっている。 

 

＊ 相談や情報入手について 

家族や親せき以外の悩みごとや心配ごとの相談先としては、身体では「友人・知人」

23.3％、知的では「福祉施設の職員」26.0％、精神では「病院・診療所」46.0％、施

設では「福祉施設の職員」69.1％が最も多くあげられている。知的では「総合福祉事

務所の相談窓口」24.6％、精神では「保健相談所（保健師など）」16.1％も相談先と

して多い。 

障害福祉サービスなどの情報の入手先としては、「ねりま区報」がいずれの障害で

も多く、身体では 50.1％、知的では 40.0％、精神では 26.7％となっている。知的で

は「学校、職場、施設」28.6％、精神では「病院など」29.9％も多い。 

 

＊ 障害福祉サービスについて 

最近 1年間に利用した障害福祉サービスについて、身体と知的では「タクシー料金

の助成、自動車燃料費の助成」の利用割合が、身体 38.6％、知的 29.4％と最も多く、

精神では、「病院や診療所のデイケア」が 31.4％と最も多い。なお、いずれの障害で

も３割前後の人が最近 1年間にサービスを利用していない。 

「今後利用したいサービス」が、「利用したことがあるサービス」を大きく上回っ

ているものは、身体では、「タクシー料金の助成、自動車燃料費の助成」、「住宅設備

改善費の給付」である。知的では、「短期入所（ショートステイ）・緊急一時保護」、

「移動支援」、「グループホーム・ケアホームなどの居住系サービス」である。精神で

は、「ホームヘルプなどの訪問系サービス」となっている。 

必要だと思うサービスを十分に利用できていないと考えている人は、身体では

19.6％、知的では 25.1％、精神では 24.1％となっている。必要だと思うサービスを

十分利用できていない理由としては、身体と知的では「どのようなサービスがあるか

わからないから」が最も多く、精神では、「利用の仕方がわからないから」が最も多

くなっている。 
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＊ 将来について  

将来、暮らしたい場所については、「家族と一緒に暮らしたい」がいずれの障害で

も５割前後と最も多い。「ひとりで暮らしたい」は身体と知的で約１割に対し、精神

では２割以上と多く、知的では、「グループホーム・ケアホームで暮らしたい」が家

族との同居に次いで多くなっている。施設では、「施設に入所して暮らしたい」が４

割と最も多いが、「家族と一緒に暮らしたい」も２割強となっている。練馬区に住み

続けたいかについては、いずれの障害も「住み続けたいと思う」が多く、身体では

76.1％、知的では 72.3％、精神では 66.2％、施設では 47.9％となっている。 

 

＊ 災害対策や消費者被害について  

  災害時の避難場所を知っている人の割合は、身体では 67.6％、知的では 54.3％、

精神では 50.5％となっている。避難場所を知っている人のうち、自力で避難できる

人は、身体では 55.2％、知的では 52.6％、精神では 69.4％となっている。 

 

＊ 差別や人権侵害について 

  障害があることで、差別や人権侵害を受けていると感じている（「いつも感じる」

「たまに感じる」の合計）人の割合は、身体では 23.7％、知的では 55.1％、精神で

は 52.1％、施設では 24.4％となっている。 

 

＊ 障害者施策全般に関して 

今後、障害者施策を進めていくうえで、区に充実してほしい施策としては、「障害

者や高齢者に優しい「福祉のまちづくり」の推進」がいずれの障害でも上位にあげら

れている。また、知的と精神では「就労支援の充実を図ること」が最も多くあげられ

ている。 

 

＊ 障害の表記について 

  「障害」という言葉の表記については、いずれの障害でも「こだわりはない（どれ

でもよい）」を選んだ人が最も多く、その理由としては、「表記だけ変えても意味がな

いから」が最も多くなっている。知的では、「障がい」を選んだ人が他の障害より多

くなっている。 

 

＊ 介護・援助者の意向 

主な介護・援助者が介助・援助をするにあたって、困っていることとしては、「年

齢的に負担が大きい」、「精神的な負担が大きい」、「経済的な負担が大きい」が上位に

あげられている。特に、知的の介助・援助者の回答では、他の障害と比べて、障害の

程度が重いほど、負担感が大きい傾向がみられる。 

将来、本人に暮らしてほしい場所としては、いずれの障害でも「現在の家族と一緒に

暮らしてほしい」が最も多くなっている。
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